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コストダウン実現のための

工場最適集約化について

荒川淳
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1. はじめに

メーカ}にとって， コストダウンは永遠の命題

であり，特に低成長下の今日においては，収益確

保のため必要不可欠なものである.

今回，コストダウンの手段として，なぜ工場の

集約化に着目したかを説明するには，まず当社の

工場設置の歴史について触れる必要がある.

当社では，初期においては工場という形でなく

移動式製造ラインという形をとっていた.これ

は，現場が移動するのにともない，それに付随し

て製造ラインも移動させて，現場で製造して納入

するものである.コンクリート製品は重量物なの

で，輸送費つまり運賃がかさむため，現場で製造

し納入するのが最も有利で、あったのである.とこ

ろが，国や関係機関からの指導により次第に品質

管理が求められるようになり，工場をもっ必要性

が出てきた.

現場は，一定場所にとどまっているわけではな

く，さまざまな場所に移動するので，各地に工場

をもつことが要求され，現在では約50の工場を設

置している.当初，工場は時の需要に合わせた規

模で設置されたが，工場の管理，運営上の問題か

ら，それぞれの工場が合理化，省力化され，生産

能力等が大きくなってきている.
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現在，この50工場の生産体制を分析してみる

と，設備稼働率が低くなっている工場もあり，コ

ストダウン追求の妨げのー要因となっている.設

備稼働率を向上させるには，工場のスクラップア

ンドピルド的なことが考えられるが，新たにこと

を行なうと大きな投資が必要となり，会社の体力

を弱める要因となりうる.そこで，今回は投資を

必要としない，工場の統廃合，製品の統合といっ

た工場の集約化に着目し， コストダウンの検討の

手段とした.

2. 集約化シミュレーション

昭和58年度の実績データを使用して，各支店別

の工場聞について，工場の統廃合，製品の統合そ

れぞれにシミュレーションを行なった.工場の統

廃合は，現在の工場配置の中で 1-数工場を廃

止して他工場に統合した場合，原価の減少額と運

賃の増加額を比較して，原価の減少額が運賃の増

加額を上まわっているものを算出した.製品の統

合は，現在当社では，機械打ち製品と流し込み製

品とし、う製造工程の異なる 2 種の製品があり，ほ

とんどの工場でこの両製品を製造しているため，

これら 2 種製品を別々に統合することにより，現

在と統合後の原価と運賃を比較して利益改善とな

るものを算出した.

2. 1 制約条件

(1) 最大生産能力
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今，凶 2 のように， A と B と

いう 2 工場があり， B工場を廃

止して， A工場に統合するとす

る .A工場の機械打ち製品，流

し込み製品の製造量をそれぞれ

10, 000 t , 15, 000 t とし， BT  

場の機械打ち製品，流し込み製

一下回ユコ語 品の製造量をそれぞれ 5 ， 000 t , 

10, 000 t だとすれば， A工場で
'H 占工場

は統合後機械打ち製品を 15 ， 00。

水沢工均 t ，流し込み製品を25， 000 t 製
~~引 1・土品

造することとなる.ここで， A

工場ではこれだけの量を製造可

能であるかどうか問題となって

くる.

そこで，各工場別に，現在の

工場設備から，機械打ち製品と

流し込み製品別々に最大生産能

力を算出した.

-機械打ち最大生産能力

各工場に設置されているブロ

ッグマシンの種類と台数から，

年間の生産能力を算出した.

ブロックマシンの種類と故大

o~ 
図 1 当社工場配置図

生Jì7{能力とは，次のとおりであ

③ 干機械Tち 5000 t 
製造量寸

l-lω00 
統合

口 「ー機械Hち 10000 t 
仏) 製造量斗

-----L.流し込み 15000 t 

「ー機械Hち 15000 t � 
。統合後製造量寸 j 製造可能か

」流し込み 25000 t ) 

!日
0 適正在庫量 600(1 t -8000 t →ストノクIlJii~ 1J'

図 2 制約条件

1984 年 10 月号

る.

DN型 1000個/日

DE型 9001悶/日

D-8型 950m1/口

・流し込み最大生産能)J

ライン設備がある場合は， ラインの!日の生産

能力から年間生産能カを算出した.ライン以外の

場合は，流し込み専用ミキサーを有しているもの

は， ミキサー能力の 8 割を最大能力とし ミキサ

ーが共用のものは，機械打ち能力をミキサ一能力

から減じて算出した.

(2) 在庫能力

現在，当社では期末の適正在庫量:を， '~f間製造
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主設の 15-20% と定めている. Eきf 2 の例では，統合

後A工場では，機按打ち製品と流し込み製品を合

計して，年間40，∞Ot を製造することになるので、

期米の適正夜態量は， 6000-8000 t になる.そこ

で， この主主をA工場が港積するだけのヤードさとユお

しているかどうかが問題になる.工場部にストッ

クヤードの閥横を算出して，最大何 t (約1. 5 t/ n1 

が後大)まで，唯積可能であるかな算出した.

2.2 距離一理費毘掃車線

連費の算出には距離運賃留婦i直線を使用し

た，運賃は各支店一定でなく，まちまちであるた

め，まず各支店別に距離制運賃表な収集した.ど

の支店の遼賛表L 距離の増加とともに運震がi((

線的に増加していることに着行し，格鍔係数を算

出したところ，どの支店もほぼ l に近い債であっ

たため， X軸に距離， Y紬に運佼 t ìfi怖をとり，

支店別に距離…連賃同帰直線を算出した.表 l に

支店í!ljの距離…運賃回帰直線と相関係数:を示し

た.

この間?議稜線を利用しての運賃の算出方法につ

いて述べる.

i滋 3 のように， A , B 2 工場があり?この工場
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が存在する支店の距離ー灘賃回帰直線を yおお 26

x+ 1093…Cむとし，ム印 x 印をそれぞれA ， B 

工場の製11111 の納入場所とする.今， B工場を廃止

してA工場に統合する場合を考えると，統合後A

て場の製品会cx 部の務まで運搬することになる.

そのさいの運賃は， A工場から x 印までの距離を

求めて①式に代入することで算出されるが，納入

場所は数多く存在するので，その 1 つ i つに対し

て運賃安求めていたのではかな

りの手聞となる.そこで，工場

別に年間の製品の平均運搬距離

を算出し，これを利用して統合

後の製品の最大運搬距離を求め

ﾗ x l'.1I・ IU)誌の比1111 グ)約九;Jh~Jf

'" 

災 i J: [t!li最 iな線よ 1)

したがって製品を 1031km) 巡搬するのに ~t る選

ム ':11: AT坊の製品の納入場所

A~工場の fド tl号l:!íW 2523( I'J/t) 

ß\i.持佐 j~且 l'l ll1l'1~}I(f総 r=26.りx X+1093 

\製品約料~J巡j毒H巨費量 X=55(km)'" ・ H・..…ml て， この鑑を<D式に代入して運

B工場グ>Wll日迷11 1873(1'J/t) 賃を下手 ìll した.今A工場の年間

運賃がおお(円/t) ， B工場の年

鰐運震が 1873(汚/t) とすると，

製品の平均運賃距離はこれらの

値を①式に代入することによ

り，それぞれ， 55km, 30km と

葬出される.ここで， A-Bの

工場賂距離を 73km とすると，

統合後のA工場の製品の最大運

搬距離は， A-B工場開距離に

.事.2M， グ〉平均E長級泌総 X士 30(km)…………③

A B工場HllllU員数 7:i i知〉 ….....…・H ・ a ・③

よヮて統合後のA工場じり製品故大運搬距離

品
73 + :31)口 HJ:J lkm) ー…..……。④

ゐ

品 3771 (汚!t) となる

図 3 回線直線香f利用した運賃算出方法
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着後 2 現在の立スト

〔単位:千円，円/t ， tJ 

図 定 費

機械打ち 62188 

変動費 流し込み 93281 

合計 15546ヲ

民票

運

製造
t 
数 40760 

売
上
t 
数 16659 36684 

B工場の製品平均運搬距離を加えた鐙，つまり，

73十30口 103(km) とし，この値安①式に代入する

ことにより運賃を3771(丹/t) と算出した.

3. 続廃合におけるコスト計算

統廃合時のコストの計算錦について述べる.

今， A , B の 2 主場が関 4 のように配援され，現

在この 2 工場でかかっているコストが表 2 のよう

だとする.なお，ここで扱っている数銭は，企業

秘密上，手直ししたものであることをご了承穎い

TこL 、.

3. 1 工場の続廃合

モデルをA ， B工場とも設備稼働率が低く B

工場を廃止してA工場に統合する場合とする.

・原織の算出

統合後A工場の製造トン数は40， 760 t ，売上ト

ン数は36， 684 t になる.固定費は工場に付随して

いるものであり，変動費は単揺が変わらなし、から

間定資 66630(千円)+40760( t) = 1635( 円/t)

変動紫 6987 (円/t)

!京鱗 1635+6987=8622(1"1/t) 

.連質の算出

統合後のA工場の製品の設大運搬距離は 103km

なので，この距離を運搬するのに要する還質は，

1984 年 10 月号

関 4 工場の配憶図

運隻iヨ~講道線(Y=26X + 1093)から， 3771(丹/t)

となる.よって，統合後の運賃は，

(3771 (円/t) x 16659(t)+50523(千円)) 

一← 36684(t) 出3090(丹/t)

・現在と統合後の比較

!混 在!統合後 i 嘉一一「主主 額
{内/ t )丹/t) (FJ/t) チ内}

原悩 10281 8622 -1659 I -67621 

運賃 2227 捌 +863 I +31削

原儲減少額 67621 (千円)

運賃増加額 31658(千円)の結集として，

合 計 35963(千円)の利益改善となる.

3.2 製品の統合

モデルは， B工場の機械打ち製品をA工場に統

合する場合とする"

・工場の原髄と

1.可 AË我 66630 (千円)+ 30940 ( t) =21 ラ4(円/t)

なお， 30940(t) はA工場の製法トン数と日工場

の機械打ち製品の製造トン数の合計ーである.

変動費 B工場の機械打ち製品を統合するか

ら， A工場の機械打ち製品のトン当り変

動費に， B工場の機械打ち製品トン数を

乗じて， (6378(円/t) X8690(t) 十 155469

(千円))+ 30940(t) =6816(丹/t)

i京 {ù首 2154十6816=8970(丹/t)
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運賃工場の統廃合と同様に計算

して，

表 3 シミュレーション結果

〔単位:千円，人〕

!利益改善|設備稼働率| 除却費 |余剰人員/人件費(3771 (円/t) x 7821 + 50523 (千円)) 

+27846(t) = 2874 (円/t) 土恥釘車両扇面1 9 %両~~~~88 25 何
ここで27846(t) はA工場の売上トン

数と B工場の機械打ち製品の売上トン

数の合計である.

時九ム|附o i 4%向;日一一
最適解 I 224702 10%向上

・現在と統合後

(現在|統合後「冨十金額
(円/ t) I (円/ t) , (円/ t )千円)

原町 9982 i …11oi2lJ311 
運賃 2523 お74 +351 +9774 

したがって， 21537(千円)の利益改善となる.

• B工場の原価と運賃

回定費 59087 (千円)+ 9820 ( t) = 60 1 7 (円/t)

変動費 流し込み製品のみを製造することにな

るので， 7248( 円/t)

原価 6017+7248= 13265 (円/t)

運賃売上量が減少するので運賃も減少する

1873( 円/t) x8838(t)=12135(千円)

・現在と統合後の比較

l 現 在 1 統合後! 差 金 額

原価 10640 13265! +2625 I +25778 
円/ t )円/ t ))円/ t )'千円)

運賃 31202 12135! -19067 I ー 19067
(千円))千円):千円):千円)

よって6711 (千円)のコストアップとなる.

したがって， A工場では 21537(千円)の減少

BT場では 6711 (千円)の増加の

結果として，

合計で 14826(千円)の利益改善となる.

4. シミュレーション結果

以 I二，コンピュータを使用して， T場の統廃合

および製品の統合それぞれについて，各支店別に

計算を行ない，支店ごとに最も利議改善となる場

合を選定して，全国計を算出したものを表 3 にぶ

した.工場の統廃合では，約 I 億9000万円，製品

の統合では約8000万円の利主主改善， さらにそれら
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の最~差解においては，約 2 億 2 千万円の利益改善

となる.

なお，今回のシミュレーションでは，工場の廃

止にともなう除却費，余剰人員等の問題は考慮し

ていない.これらの問題には，さまざまな対処方

法があるからである.

5. おわりに

今回のこのシミュレーションモデルに，実務レ

ペルで、必要になるいろいろの要素を加味し，さま

ざまな検討を加えて，実際に実施した支店が 2

つある.

l つは 4 仁場を 3 工場体制， もう l つは 3 工

場を 2T場体制lにした.これは，支店が問題意識

の I二に立って，このシミュレーションを行なうこ

とにより，問題点を明確にしたとくころからスター

トし，社内のプロジェクトチームによる検討を加

えて行なわれた.

最後に，今後の課題であるが，今回は各支店別

の工場聞についてのみ，シミュレーションを行な

った.

今後，他支店との工場開，さらには地域別の工

場聞にまで，このシミュレーションを拡大，発展

させてゆきたいと考えているが，事業部管理等の

問題上，非常に困難な点を含んでいるのが実状で

ある.
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